
回を限度とする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 初回加算                     300単位 

注１ （略） 

３ 初回加算                     300単位 

注１ （略） 

２ 初回加算を算定する指定特定相談支援事業者において、指

定計画相談支援の利用に係る契約をした日からサービス等利

用計画案（法第５条第22項に規定するサービス等利用計画案

をいう。）を計画相談支援対象障害者等に交付した日までの

期間が３月を超える場合であって、当該指定計画相談支援の

利用に係る契約をした日から３月を経過する日以後に、月に

２回以上、当該計画相談支援対象障害者等の居宅等を訪問し

、又はテレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ

電話装置等」という。）を活用して、当該計画相談支援対象

障害者等及びその家族に面接した場合（月に１回以上居宅等

の訪問により面接を行う場合に限る。）は、所定単位数に

300単位に当該面接をした月の数（３を限度とする。）を乗

じて得た単位数を加算する。 

２ 初回加算を算定する指定特定相談支援事業者において、指

定計画相談支援の利用に係る契約をした日からサービス等利

用計画案（法第５条第22項に規定するサービス等利用計画案

をいう。）を計画相談支援対象障害者等に交付した日までの

期間が３月を超える場合であって、当該指定計画相談支援の

利用に係る契約をした日から３月を経過する日以後に、月に

２回以上、当該計画相談支援対象障害者等の居宅等を訪問し

、当該計画相談支援対象障害者等及びその家族に面接した場

合は、所定単位数に300単位に当該面接をした月の数（３を

限度とする。）を乗じて得た単位数を加算する。 

４ 主任相談支援専門員配置加算 

注１ 専ら指定計画相談支援の提供に当たる常勤の相談支援専門

員を１名以上配置し、かつ、そのうち１名以上が別にこども

家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者（以下「主任相談支

援専門員」という。）であるものとして市町村長に届け出た

指定特定相談支援事業所において、当該主任相談支援専門員

が、当該指定特定相談支援事業所等の従業者に対し、別にこ

ども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に従い、その

資質の向上のための研修を実施した場合に、次に掲げる区分

に応じ、１月につき所定単位数を加算する。ただし、次に掲

げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。 

イ 主任相談支援専門員配置加算(Ⅰ)        300単位 

ロ 主任相談支援専門員配置加算(Ⅱ)        100単位 

４ 主任相談支援専門員配置加算            100単位 

注 専ら指定計画相談支援の提供に当たる常勤の相談支援専門員

を１名以上配置し、かつ、そのうち１名以上が別にこども家庭

庁長官及び厚生労働大臣が定める者（以下「主任相談支援専門

員」という。）であるものとして市町村長に届け出た指定特定

相談支援事業所において、当該主任相談支援専門員が、当該指

定特定相談支援事業所等の従業者に対し、その資質の向上のた

めの研修を実施した場合に、１月につき所定単位数を加算する

。 

 

 

 

（新設） 

（新設） 
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２ 主任相談支援専門員は、指定自立生活援助（指定障害福祉

サービス等基準第206条の13に規定する指定自立生活援助を

いう。以下同じ。）、指定地域移行支援（指定地域相談支援

基準第１条第11号に規定する指定地域移行支援をいう。）、

指定地域定着支援（指定地域相談支援基準第１条第12号に規

定する指定地域定着支援をいう。以下同じ。）及び指定障害

児相談支援（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第24条の

26第２項に規定する指定障害児相談支援をいう。）その他の

これに類する職務に従事することができる。 

（新設） 

５ 入院時情報連携加算 

注 計画相談支援対象障害者等が医療法（昭和23年法律第205号

）第１条の５第１項に規定する病院又は同条第２項に規定する

診療所（以下「病院等」という。）に入院するに当たり、別に

こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に従い、当該

病院等の職員に対して、当該計画相談支援対象障害者等の心身

の状況、生活環境等の当該計画相談支援対象障害者等に係る必

要な情報を提供した場合は、次に掲げる区分に応じ、計画相談

支援対象障害者等１人につき１月に１回を限度としてそれぞれ

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げる

その他の加算は算定しない。 

イ 入院時情報連携加算(Ⅰ)             300単位 

ロ 入院時情報連携加算(Ⅱ)             150単位 

５ 入院時情報連携加算 

注 計画相談支援対象障害者等が医療法（昭和23年法律第205号

）第１条の５第１項に規定する病院又は同条第２項に規定する

診療所（以下「病院等」という。）に入院するに当たり、別に

こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に従い、当該

病院等の職員に対して、当該計画相談支援対象障害者等の心身

の状況や生活環境等の当該計画相談支援対象障害者等に係る必

要な情報を提供した場合は、次に掲げる区分に応じ、計画相談

支援対象障害者等１人につき１月に１回を限度としてそれぞれ

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

る加算のいずれかの加算を算定している場合においては、当該

加算以外の次に掲げる加算は算定しない。 

イ 入院時情報連携加算(Ⅰ)             200単位 

ロ 入院時情報連携加算(Ⅱ)             100単位 

６ 退院・退所加算                  300単位 

注 障害者支援施設、のぞみの園（法第５条第１項に規定するの

ぞみの園をいう。）、児童福祉法第７条第１項に規定する児童

福祉施設（乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、障害児

入所施設、児童心理治療施設及び児童自立支援施設に限る。）

、生活保護法（昭和25年法律第144号）第38条第２項に規定す

る救護施設若しくは同条第３項に規定する更生施設（以下「障

害者支援施設等」という。）に入所していた計画相談支援対象

６ 退院・退所加算                  200単位 

注 障害者支援施設、のぞみの園（法第５条第１項に規定するの

ぞみの園をいう。）、児童福祉法第７条第１項に規定する児童

福祉施設（乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、障害児

入所施設、児童心理治療施設及び児童自立支援施設に限る。）

、生活保護法（昭和25年法律第144号）第38条第２項に規定す

る救護施設若しくは同条第３項に規定する更生施設に入所して

いた計画相談支援対象障害者等、病院等に入院していた計画相


